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第２部　良好な環境の創造に向けて



序章　県の施策体系
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（２）27年３月の主な見直しの内容 

 ア 東日本大震災に起因する新たな環境問題へ

の対応 
（ア）放射性物質による環境汚染への対応  

  23 年３月 11 日に発生した東日本大震災は、  

新たな環境問題をもたらしました。 
中でも福島第一原子力発電所事故により放出

された放射性物質への対応は、我が国が初めて

直面する重大な課題となっています。 
  そこで、空間放射線量の監視体制の継続や、

除染等の措置の円滑な推進、放射性物質を含む

汚泥や廃棄物への対応を盛り込み、第３編 ４章

に「第６節 放射性物質による環境汚染への対

応」を新設しました。また、空間放射線量に関

する新たな指標を設けました。 
（イ）再生可能エネルギー等の導入促進  

  東日本大震災に起因する電力不足問題を契機

としてエネルギー問題が大きな議論となり、温

室効果ガスの排出量削減に資する太陽光発電等

の再生可能エネルギーの導入や省エネルギー・

節電の一層の促進が求められています。 
  そこで、「新エネルギーの導入・既存エネルギ

ーの高度利用に係る当面の推進方策」に基づく、

県としての取組や市町村・県民・民間事業者に

対する支援、周知啓発を盛り込みました。 
  また、再生可能エネルギー導入量に関する新

たな指標を設けました。 
（ウ）液状化－流動化メカニズムの解明  

  東日本大震災では、埋立地を中心として県内

各地において液状化－流動化現象が発生し、建

物や道路・上下水道等に大きな被害をもたらし

ましたが、その発生メカニズムについては十分

に解明されているとはいえず、引き続き対応が

必要になっています。 
 そこで、液状化－流動化の発生メカニズム解

明への取組や有効な情報の提供について盛り込

みました。 
 
 
 

イ その他の新たな環境問題への対応  
（ア）ＰＭ２．５への対応  

  

（３）概要 

 計画は、目標年度を 30年度として、「ずっと豊

かで安心して暮らしていける千葉の環境を、みん

なのちからで築き、次の世代に伝えていく」を基

本目標に、目指す将来像、各主体の役割、県の環

境政策の視点などを示すとともに、県の環境施策

に５つの柱と 22 のテーマを設定し、それぞれにつ

いて、「現況と課題」「目指す環境の姿」「みんなの

行動指針」「県の施策展開」「関連する個別計画」

「計画の進捗を表す指標」を示しています。 
 また、これらの施策を支えるための共通的・基

盤的な施策の展開方向も合わせて示しています。 

　大 気 汚 染 物 質 で あ る＊微小粒子状 物質

PM2.5）については、25 年１月、中国において

PM2.5 による深刻な大気汚染が発生し、国内で

も一時的に PM2.5 濃度の上昇が観測されたこと

等により、県民の関心が高まっています。こう

した中、国においても、25 年２月に注意喚起の

ための暫定的な指針を定めたところですが、

PM2.5 の監視体制や発生メカニズムの解明及び

対策の検討が求められています。

　そこで、PM2.5 の常時監視や県民への注意喚

起、発生メカニズムの解明に向けた調査・分析

や国等と連携した効果的な対策の検討を盛り込

みました。

（イ）ヤードの適正化

　自動車リサイクル法など各種法令に違反した

行為が行われている、いわゆる「不法ヤード」

は、地域の生活環境に悪影響を及ぼすおそれが

あるとともに、自動車盗難などの犯罪の温床と

もなっていることから、ヤードの適正化を図る

ことが求められています。

　そこで、千葉県不法ヤード対策協議会を通じ

た関係機関との連携やヤード適正化条例に基づ

く取組を盛り込みました。  

（
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 県は、関係する部局等の連携と調整を行い、計

画に掲げる各種施策を効率的に推進するため、知

事を会長とする「千葉県環境基本計画推進会議」

を設置しています。 
計画に掲げる県の施策の進行管理については、

同会議においてマネジメントサイクル（ＰＤＣＡ

サイクル）の考え方に基づき、企画・立案（ＰＬ

ＡＮ）⇒実施（ＤＯ）⇒点検・評価（ＣＨＥＣＫ）

⇒改善（ＡＣＴ）という一連の手続に沿って、毎

年度実施しています。 
 これらの進捗状況等の点検・評価の結果につい

ては、学識経験者や住民の代表者等で組織される

「千葉県環境審議会」へ報告し意見を伺うととも

に、県ホームページや環境白書などで広く公開し、

県民・事業者など各主体からの意見や提言を求め、

改善に反映させることとしています。 
 

 ４．計画の進捗状況等の公開 

 計画の進捗状況については、従来、環境基本計

画年次報告を策定し、公表してきました。

　28年度からは、年次報告の記載内容を白書に

盛り込み、環境白書への一本化を図りました。

　白書第２部の章と節は、計画の５つの柱と

22のテーマに対応した構成となっています（第

６章は、計画に定める共通的・基盤的な施策等

を記載しています）。このため、白書の各節に

おいて、次のように計画の進捗状況を記載して

います。

　 「１．現況と課題」において、計画で示され

た現況と課題に対し、最新の状況をより詳細に

記載しています。

　「２．県の施策展開」において、計画で示さ

れた県の施策展開に対する実績を中心に、施策

の実施状況を広く記載しています。

　「３．環境基本計画の進捗の点検・評価等」で

は、計画で示された進捗を表す指標に対する状

況と評価及び27年度の主な取組、分析と今後の

対応方針を記載しています。 

３．計画の推進 
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